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【調査の経緯・目的】

・令和２年５月の「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」等の改正に伴い、

特別特定建築物※１に公立小中学校等が追加されるとともに、改正法の附帯決議において、

公立小中学校については、既設であっても数値目標を示し、バリアフリー化を積極的に進める
ことが盛り込まれたところ。

・これを踏まえ、第１回調査を実施。令和２年12月、文部科学省は調査結果を公表するとともに、

令和７年度末までの整備目標を設定し、公立小中学校等の学校設置者に対し、バリアフリー化の

取組の加速を要請。

・公立小中学校等施設も含めた学校施設のバリアフリー化の進捗状況を把握し、取組を推進する

基礎資料とするため、令和２年（第１回）に引き続き、令和４年に実態調査を実施。

※１ [同法施行令第５条関係] 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する特定建築物
その他の特定建築物であって、移動等円滑化が特に必要なもの。

● 文部科学省では、学校施設のバリアフリー化を推進するため、国公立の小中学校及び特別支援学校

の施設を対象とするバリアフリー化の実態について調査を実施。

※２ 小修繕や既製品による対応を含む。
※３ 円滑な移動等に配慮が必要な児童生徒や教職員等を指す。

バリアフリートイレ ： 避難所に指定されている全ての学校に整備する
※校舎については、令和２年度調査時点で総学校数の約93％に相当

スロープ等による段差解消 ： 全ての学校に整備する※２

エレベーター ： 要配慮児童生徒等※３が在籍する全ての学校に整備する
※校舎については、令和２年度調査時点で総学校数の約41％に相当

１．学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（１）
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１．学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（２）
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総学校数 バリアフリー
トイレ

スロープ等による段差解消 エレベーター
1階建ての校舎のみ

保有する学校※２を含む
門から建物の前

まで
昇降口・玄関等か
ら教室等まで※１

参考：令和２年度
28,156

（100.0%）

18,359
（65.2%）

22,111
（78.5%）

16,122
（57.3%）

7,634
（27.1%）

今回：令和４年度
27,733

(100.0%)

19,523
(70.4%)

22,805
(82.2%)

16,954
(61.1%)

8,041
(29.0%)

予定：令和７年度
27,733

(100.0%)

20,959
(75.6%)

23,478
(84.7%)

18,431
(66.5%)

9,487
(34.2%)

令和７年度末までの
整備目標

避難所に指定
されている

全ての学校に整備
（約93％※３）

全ての学校
に整備

全ての学校
に整備

要配慮児童生徒等が
在籍する全ての学校に

整備
（約41％※３）

公立小中学校のバリアフリー化の状況と予定（令和４年９月１日時点）

・公立小中学校には、義務教育学校、中等教育学校前期課程を含む。
・公立の特別支援学校と国立学校については、以下の数字には含まれていない。

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にある教室等までの経路。
※２ １階建ての校舎のみ保有する学校は241校（総学校数の約１%に相当）。

２階建て以上の校舎を保有する学校で、エレベーターが設置された学校は7,800校（総学校数の約28%に相当）。
※３ 令和４年度調査時点

（１）校舎

調査結果全体版： https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html


１．学校施設のバリアフリー化に関する実態調査（３）
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総学校数 バリアフリー
トイレ

スロープ等による段差解消 エレベーター
1階建ての校舎のみ

保有する学校※２を含む
門から建物の前

まで
昇降口・玄関等か
ら教室等まで※１

参考：令和２年度
27,890

（100.0%）

10,299
（36.9%）

20,747
（74.4%）

15,884
（57.0%）

18,387
（65.9%）

今回：令和４年度
27,514

(100.0%)

11,516
(41.9%)

21,429
(77.9%)

17,098
(62.1%)

19,394
(70.5%)

予定：令和７年度
27,514

(100.0%)

13,783
(50.1%)

22,247
(80.9%)

18,462
(67.1%)

19,777
(71.9%)

令和７年度末までの
整備目標

避難所に指定
されている

全ての学校に整備
（約98％※３）

全ての学校
に整備

全ての学校
に整備

要配慮児童生徒等が
在籍する全ての学校に

整備
（約76％※３）

公立小中学校のバリアフリー化の状況と予定（令和４年９月１日時点）

・公立小中学校には、義務教育学校、中等教育学校前期課程を含む。
・公立の特別支援学校と国立学校については、以下の数字には含まれていない。

※１ 建物の出入口から、建物の出入口階にあるアリーナ等までの経路。
※２ １階建ての屋内運動場のみ保有する学校は、17,918校（総学校数の約65%に相当）。

２階建て以上の屋内運動場を保有する学校で、エレベーターが設置された学校は1,476校（総学校数の約5%に相当）。
※３ 令和４年度調査時点

（２）屋内運動場

調査結果全体版： https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/mext_01164.html


【通知の内容】※「学校施設におけるバリアフリー化の一層の推進について（令和４年12月26日付け通知４文科施408号）」

（掲載URL：https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/2022/mext_00001.html）も参照

１．「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）を踏まえ、既存施設

を含めて、所管する公立小中学校等施設のバリアフリー化を加速すること。公立小中学校等以外の学校

施設についても、バリアフリー化を着実かつ迅速に進めること。

２．バリアフリー化に関する整備計画が未策定の学校設置者では、建築担当部局や防災担当部局など関係

部局と連携を図りながら策定を行うこと。また、計画的に整備を進めること。

３．令和３年度より、バリアフリー化のための改修事業について、国庫補助率を１／３から１／２に引き

上げた。令和４年度補正予算及び令和５年度当初予算案でも引き続き支援を行うので、緊急防災・減災

事業債（総務省所管）も活用し整備を行うこと。

４．あらゆる機会を捉えて学校施設のバリアフリー化を図るとともに、施設全体のバリアフリー化を進め

ること。その際には、建築物移動等円滑化基準を参考にすること。

５．既存不適格建築物における法令への対応が生じた場合は、過去の通知や事務連絡等も参考に、設計者

や特定行政庁に積極的に相談しつつ対応すること。

６．文部科学省ウェブサイト中に「学校施設のバリアフリー化の推進」の特設ページを開設したので、

バリアフリー化の検討や実施、また機運醸成等のために活用すること。

● 文部科学省では、学校施設のバリアフリー化を推進するため、国公立の小中学校及び特別支援学校の

施設を対象とするバリアフリー化の実態について調査を実施（第１回：令和2年、第2回：令和4年）。

● 令和４年12月、調査結果を公表するとともに、各学校設置者に対し、改めて取組の一層の推進を要請。

２．学校施設におけるバリアフリー化の一層の推進について
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https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/2022/mext_00001.html


● 広報資料（ポスター・チラシ）を作成し、全国の公立小中学校に配布。

● 広報資料は、学校施設におけるバリアフリー化の推進に向けた普及啓発を図る観点から、学校施設

のバリアフリー化に関する実態調査（令和４年９月現在）を基にその現状と取組を簡潔に掲載。

● 学校利用者である児童生徒や教職員をはじめ、保護者・地域住民を含む皆様にも、幅広く学校施設

のバリアフリー化の重要性を周知・機運醸成することを目的に作成・配布。

３．公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する国の更なる取組（１）
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既存施設を含めた学校施設のバリアフリー化が着実かつ迅速に
進められるよう、積極的な取組にご協力をお願いします。

また、整備計画の策定状況やバリアフリー化の状況のフォローアップを継続的に実施する予定です。

● 文部科学省ウェブサイト中に 「学校施設のバリアフリー化の推進」の特設ページを開設。

特設ページでは以下の内容を公表

学校施設のバリアフリー化の検討や実施のほか
機運醸成等のためにご活用ください。

・バリアフリー化に関する調査研究・事例集

・整備目標・実態調査

・これまでの通知・事務連絡等

・国庫補助制度

・広報資料（ポスター、チラシ）

・相談窓口

掲載URL

https://www.mext.go.jp/a_menu/

shisetu/seibi/mext_00003.html

３．公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する国の更なる取組（２）
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